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おわりに

はじめに

よく知られているように，増補投入行列Aが

分解不能のときには，正の利潤率 rをともなう

価格体系

p = (l + r)p.A; p 2 0, r >。
の静学解p>O, ならびに， r>Oの存在条件と，

この体系に双対な体系である，半正の最終需要

fに応じる産出量体系

x = Ax+ f ; x~0, f 2 0 

の静学解x>Oの存在条件とは，まった＜，等し

く，この両者に共通な条件は，まとめて，

o < 11(.A) < 1 

のかたちであらわすことができる。ただし，

入(A)は行列Aの Frobenius根である。永田

〔8〕においては，さらに， Aが「安定な行列」

であれば，それぞれの体系の動学バージョンで

ある，乗数過程

x(t) = Ax(t-1)+ f; x(O) = 0 

ならびに，利潤率均等化傾向を反映した，価格

形成過程

p(t) = (l+r(t-l))p(t-1)ふ

r(t-1)= 
p(t-l)(I -A)x(t-1) 
p(t-l)Ax(t-1) 

は，さきに示した静学解の存在条件が満足され

るとき，かつ，そのときにかぎり，それぞれの

体系の静学解に収束することが示された。言い

換えれば，行列Aが「安定」であるときには，

つぎにあげる 4つの条件，

(i)産出量体系は生産的である，

(ii)正の利潤率をともなう価格体系の解，

すなわち，「自然価格」 I)が存在する，

(iii)乗数過程は収束する，

(iv)任意の価格ベクトルは，究極的には，

1) 価格体系，すなわち， Sraffa体系の静学解を，

Sraffa自身は，一般に，「価値」ないし「価格」とよ
んでいるが，つぎのような指摘もおこなっている。

「「必要価格」，「自然価格」ないし「生産価格」

というような古典派の用語がこのばあいにぴっ

たりするだろう」 (Sraffa(14〕訳書13ページ）
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経済学研究

「自然価格」に収束する，

は，たがいに，同値である。したがって，行列

Aが分解不能な場合には，わずか 2つの条件，

(I) Aは「安定」である，

および，

(II) Aは生産的である，

さえみたされるならば，「自然価格」の存在，な

らびに，任意の価格ベクトルの「自然価格」へ

の収束性が導かれる。

ところで， Sraffaによれば，

「非基礎的生産物の価格はその生産手段の

価格に依存するけれども，生産手段の価格は

非基礎的生産物の価格に依存しない。ところ

が，基礎的生産物のばあいには，生産物の価

格がその生産手段の価格に依存すると同じよ

うに，生産手段の価格も基礎的生産物の価格

に依存する。」2)

ここで，「基礎的生産物」ないし「非基礎的生産

物」の分類は，つぎのような定義にしたがう。

「ある商品が（直接的であるか間接的であ. . . . 
るかを問わず）すべての商品の生産にはいる

かどうか，これがその判定規準である。その. . . 
ような商品を基礎的生産物とよび，そうでな. . . . 
い商品を非基礎的生産物とよぼう。」3)

したがって，行列Aの分解不能性を仮定するこ

とは，じつは，経済を構成するすべての部門が

「基礎的」部門からなることを想定することに

なる。そこで，当然おこる疑問は，行列Aの分

解不能性がみたされないとき，言い換えれば，

なんらかの「非基礎的生産物」の存在をみとめ

るときには，はたして，上述の結果は成り立つ

であろうかということである。本稿においては，

たとえ，行列Aが分解可能であり，

2) Sraffa (14〕訳書13ページ。

3) Sraffaは4〕訳書12ページ。

第 53巻第 3号

A= [か土］；ふは分解不能

のようなかたちをしていたとしても，条件

(III) 11(.A11) >入（ふ2)

がみたされるかぎり，分解不能行列Auが条件

(I)ならびに (II) を満足するときには，依

然として，「自然価格」の存在，および，任意に

与えられた価格ベクトルの「自然価格」への収

束性が導かれること，それゆえ，条件 (III)が

みたされるかぎり，分解可能なケースも分解不

能なそれに帰着することが証明される。条件

(III)の経済的意味を述べれば，つぎのように

なる。すなわち，「非基礎的」グループが自グルー

プ内部において生み出しうる自己利潤率が，「基

礎的」グループのそれより大きいという条件で

ある。もし，そうでなければ，「基碇的生産物」

より低い利潤率しか生み出しえないような「非

基礎的生産物」を，わざわざ，生産するような

誘因は生じなかったのあろうし，さらに，「非基

礎的生産物」は，経済の再生産構造のなかで必

要不可欠な位置を占めているわけではないのだ

から，そもそも，このときには，存在しなかっ

たはずである。条件 (III)がみたされるときに

は，条件 (I), (II) は，それぞれ，基礎財体

系のみに関する，よりゆるい条件

(I') Auは「安定」である，

あるいは，

(II') Auは生産的である，

という条件に置き換えることができる。した

がって，分解不能な体系である「基礎的」体系

の性質だけから，「非基礎的」グループも含め

た，体系全体における解の存在条件，ならびに，

任意の価格ベクトルの静学解への，したがって

「自然価格」への，収束条件は規定されるわけ

である。じっさい，条件 (III)がみたされると
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きには，じつは，

入(A)=入（ふ）

であることが示されるので，体系全体に関する，

条件 (II) と同値な条件

〇ニ入(A)<1 

は，「基礎財」体系に関する，条件 (II')と同値

な条件

O<入（ふ） <l 

とまった＜，同じになる。しかも，このとき，

1 -1 r= 
入(A11)

となるので，利潤率の決定は，もっぱら，「基礎

財」体系内部においておこなわれることになる。

さらに，「基礎財」価格ならびに「非基礎財」価

格ベクトルを，それぞれ， pりあるいは， PIIで

あらわせば，行列Aの構成から，ただちに，

p1=(I+r)p1ふ，
pn = (1 + r)p1A12(l-(I + r)ふ2)-l

を得る。したがって，「基礎財」価格は「基礎財」

体系内部において決定され，いかなる「非基礎

的生産物」も，その決定には，まった＜，関与

しない。これにたいして，「非基礎財」価格は「基

礎財」価格に一方的に依存することがわかる。

§1. 数学的準備

定義1. n次正方行列A=〔 a』 ~o は，番号

の集合 {1,2, …, n}の空でない真部分集合］が

存在し，条件

(¥/(£, j)Ejcxj)(au = 0) 

をみたすとき，「分解可能」であるとよばれる。

言い換えれば，分解可能行列Aは，適当な置換

行列 Pを用いて，

p-1AP = [~11 1::]; Au, A22は正方行列
のかたちに変換できる。

定義2. n 次正方行列 A~O は，分解可能で

ないとき，「分解不能」であるという。ただし，

1次のゼロ行列は，形式的にはこの条件をみた

すが，分解可能であると規約する。

定理1. n次正方行列

A=  [ 
A11 A12 
O Azz ] ; A 11, A22は正方行列

が非特異のとき，すなわち，

IAIキ 0

のとき，

A-I= [ 
A;-/ 

゜
-A計A12A立
A221 ]。 (1.1) 

〔証明〕 Aが非特異であることから，逆行列

A―1が存在するので，これを B とおき， A と同

じ分割を与える。

B = [ 
B11 B12 
B21 B22]。

ここで，

IAI = IA11I IAzzlキ 0

から，

IA11Iキ 0,IA叫キ 0。

すなわち， A11ならびに A22は非特異であり，し

たがって，逆行列A;-/,A立が存在することに注

意する。 A―l=Bであるから，

[ A11 A12] [ B11 B12] = [ I 0 
0 A22 B21 B22 0 I ]。

したがって，

A11B11+ふ B21= I, 

A22凡=0, 

A11B12+A12枷=0, 

A22B22 = I。

これらのうち 2番目ならびに 4番目の式から，

それぞれ，

B21 = 0, 

B22 = A立

となるので，さらに， 1番目，あるいは， 3番

目の式に代入して，
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Bu =A計

B12 = -A計A12Aii

を得る。

定理2. n次正方行列

A=  [~11 1::〕; Au, A22は正方行列

（証了）

にたいし，

A'~[ Aもい;-'-'A叫
o Al, ]。

(t = 1, 2, 3, ・・・） (1.2) 

〔証明〕 t=lのときは自明。 t=2のとき，

A2= [ A名 A11A12+A12A22 
0 A羞］。

t-lのとき成り立つと仮定して， tのときを導

く。
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となり， tのときにも成立。 （証了）

定義3. 分解不能行列 A~O は，任意のベク

トル p~O にたいして，

limp( A t 
t→ 00 11(A)) 

が存在するとき，「安定な行列」という。ただ

し， 11(A)は，行列 Aの Frobenius根である鬼

定理3. A叫0を安定な行列とするとき，任

意のベクトル p~O にたいして， pしti)r は，

11(A)に属する Aの正固有ベクトルに収束。

1) Aの分解不能性により， 11(A)>O。したがって，
この式は意味をもつ。二階堂〔9〕86ページ参照。

第 53巻第 3号

〔証明〕二階堂〔 9〕92ページ，あるいは，

永田〔8〕参照。

定義4. A~O を分解不能な n 次正方行列と

する。番号の集合 {1,2, …, n}の分割 G1,G2, …， 

Gs(s~2) で，条件

s 

U Gk= {1, 2, …， n}, 
k=l 

Gkキ¢,(k = 1, 2, …， s) 
Gk n Gt=¢, (kキ l)
(i, j) E GいxG戸 aii= 0, 

をみたすものが存在するとき， Aは im-

primitiveであるという。ただし， Gs+1=G1と

する。すなわち， imprimitiveな行列 A は，適

当な置換行列 Pを用いて，

p-1AP = ~ 

（証了）

~ 

圧
のかたちに変換できる。なお，最後の条件は，

それと同値な表現

j E Gk, aij > 0⇒ i E Gk+l 

に言い換えることができることに注意しておく。

定義5. imprimitiveでない分解不能行列 A

~o を primitive であるという。

定理4. 分解不能行列 A~O は，正の対角要

素が存在すれば， primitive。

〔証明〕このとき，ある iに関して，

aii >。
が成り立つので，集合{1,2, …, n}のどのような

直和分割 G1,G2, …，らを与えようとも， iを含

むらが必ず存在し，このらと iに関して，

i E Gk, aii > 0 かつ i Et Gk+l 

となるので， A は imprimitiveではありえな

ぃ。 （証了）

定理5. 分解不能行列 A~O は， A が primi-
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tiveであるとき，かつ，そのときにかぎり，安

定。

〔証明〕二階堂〔9〕89-109ページ，あるい

は，永田〔 8〕参照。 （証了）

定理6. ¥非負正方行列

A=  [ 
Au A12 
0 A22]; A11は分解不能

が，条件

入(Au)> 11(A22) 

をみたすとする。このとき，分解不能行列Auが

安定ならば， A自身も安定である冗

〔証明〕行列11/-Aの行列式を考えると，

l11J-AI = 111/-Aul l11I-A』

となるので， Frobenius根11(A)は， Auの固有

値であるか，または， A22の固有値である。とこ

ろが，仮定から，

入(Au)>入(A22)

だから， 11(A)の最大性により，後者のケースは

排除され，じつは

入(A)=11(Au) 

であることに注意する。このとき，任意のベク

トル

p=  〔PI,pl/〕； p1~0, p11~0 

にたいし，定理2により，
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ならびに，

1 t-1 
lim 

Au t-r-1 
t→ 00 { 11(A11)芦。pl(11(A11))

A12(左））r +pl/(砂い）t } 
の存在を示せばよい。前者の存在は，仮定され

たAuの安定性からいえ，しかも，定理3によ

り，じつは，これは Frobeniusベクトルであ

る。さらに，

入(Au)> 11(A22) 

を考慮すれば， Frobeniusの定理から，後者の

第2項はゼロベクトルに収束することがわかる

3)。したがって，定理が成り立っためには，けっ

きょく，

匹 11(~11) 芦:pl( ぷ〗:1) y-r-1A12( 以~:1)r 
の存在を示しさえすればよい。

そこで，

S(t) = ,-1(い如（以畠）t-r-ん（砂い）r
(t = 1, 2, 3, ・・・）

とおけば，

S(l+l);S(I)(以!:,))

= 11(A11) {臣（は：1) y-エ（ぶ~:1)r 
臣（は二）t-r-1 A12( ぷ~:1)r+l } 
= 11(い｛臣（以〗'.1)yーん（以2二）r
一臣（以::1)rーん（は：1) r} 
= 1 P1(Au r 
入(Au) 11(A11) 

A120 

一方， Frobeniusの定理により，逆行列

(1- ぶ~:1)) ―l~o
が存在するので，

2) ここで， A 自身が安定であるという表現は，必ず

しも分解不能性を前提としない，より広義な意味と

して考えられている。

3) Frobeniusの定理に関しては，二階堂〔9〕72-80 

ページ参照。
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1 s = plふ I-
A22 -I 

入(A11) (11(A11)) 

とおけば，

S (I_ A22) = 1 1 
入(Au) 11(A11) 

ii A120 

ここで， iiiは，安定な行列Auの極限ベクトル

となる， Frobeniusベクトルである。すなわち，

任意の p/~0 にたいし，

pl= lim pl Au t. 
t→ 00 (11(A11))' 

1 ii1 = ii1A11, ii1 > 0。
入(A11)

そうすると，

S(t+l)-S 

= (S(t)-s)(以;:1))
+ 1 伍(A11 r -1 
入(Au) 11(A11) 

-p)A12 

= [ (S(l)-s)(ぶ;:1)r-l 
1 t-2 

+~pl 
Au t-r-1 

入(A11)T=/ (11(A11)) 

呵い（以;:1)r](ぶ;:1))
+ 11(い（が（以::1)r呵）A12 

~:S(l:-~)-~ ぶ!:,))'
入(Au)芦。（が（は：1) r-r-1 
りA12(以;:1)r+l 
+ 1 (が(Aur -
入(A11) 11(A11) 

-P1)A12 

= (S(l)-s)(ぶ2二）t
+ 11(い叫（以畠）t-r 

呵）A12(以;:1)r 0 
上式の最初の項は， t→CX)ならしめれば，さきに

示したように，ゼロベクトルに収束する。一方，

第 2項に関しても，

第 53巻第 3号

匝扇（が（は：1) y-r呵い（以~:1)r 
= lim lim p1 

An r+l 
t→ co r→ o ((11(An)) 

-PI)ム（以~:1) y-r-1 = 0, 

ならびに，

lim lim p1 
Au 戸

t→ oo r→ J (11(A11)) 
りム（ぷ~~1)r = 0 

が成り立つので， t→00ならしめたとき，級数

1 区（が(Au y-r 
t1(A11) r=O t1(A11) 

呵い（贔~~1)r 
は，ゼロベクトルに収束することがわかる。こ

れで，極限ベクトル

1 lim s (t) = S = p Iふ I- A22 -i 
t→ 00 11(A11) (11(A11)) 

の存在が示された。

なお， pl= 0, pll :?::0のケースでは，定理の成

立は自明。 （証了）

系．行列

A=  [ Au A12 
0 A22] 

が定理6の条件をみたせば，任意のベクトル

p=  〔P1,Pり； pl :?:: 0, pll~0 

にたいし，
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§2. 基礎的生産物と非基礎的生産物

〔1〕 産生量体系

投入係数行列 A,労働投入係数（行）ベクト

ルa。，必要消費（列）ベクトル Cを，それぞ

れ，つぎのように定義する。

A=  〔 a叫 ~O;

au=商品jの1単位の生産に必要な商品

iの数量。

a。=[a。』 2O; 

a。j=商品jの1単位の生産に必要な労働。

c= 〔c』2O; 

CJ=労働力の 1単位の再生産に必要な商

品jの数量。

さらに，増補投入行列A=〔g』を，つぎのよ

うに定める。

A=  A+ca。 ~o。

すなわち， Aの(i,j)成分 a;jは，商品jを1単

位生産するにさいして，生産手段として au単

位，加えて，労働者のための賃金財のかたちで

c心oJ単位，必要となる商品 iの数量をあらわ

す。一般に，行列Aは， Aを構成する部門の番

号を適当につけかえることにより，

A=  [ふふ
. o A22]; 

ふ，ふは正方行列，ふは分解不能

のかたちであらわすことができる。 Anは分解

不能だから，この行列を構成する産業グループ

において，任意の部門 iは任意の部門jの生産

物を，直接的にであれ間接的にであれ，必ず投

入する 1)。これにたいして，行列A22を構成する

1) 正方行列 A司0にたいし， ko=iから Kレ=jへ連

なる連鎖

{ko, k1, ・・・, k叶
でその任意の 2つの連続する部門 k.,とk.,ョとが直
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産業グループは， A12~0 であるかぎり，前者の

グループからの生産物の投入を必要とするが，

前者のグループにはこのグループの生産物の投

入は，まった＜，必要とされない。言い換えれ

ば，前者のグループが後者のグループから独立

した投入産出構造をもつのにたいして，後者は

前者にたいして一方的に従属している。そこで，

前者のグループを構成する産業を「基礎的産業」

あるいは「基礎的部門」，その生産物を「基礎的

生産物」または「埜礎財」とよび，他方，後者

のグループに属する産業を「非基礎的産業」あ

るいは「非基礎的部門」，その生産物を「非基礎

的生産物」ないし「非基礎財」とよぶ。なお，

定義から明らかに，非基礎的グループには賃金

財生産部門は含まれないので，行列Aならびに

ベクトル C,a。に， Aと同じ分割を与えれば，

A=  [か 1~:], C = [~], 

a。= [ a~, a釘。

したがって，じつは

ふ=A11 + c1a~, 
ふ＝ふ+c1a仏

ふ2= A22 

であることがわかる。

産出量（列）ベクトルを X としよう。

x= 〔 x』 ~O;

ふ＝商品 iの産出量。

このとき，行列Aは「生産的」であると仮定す

る。

仮定1. (ヨ x~O)(x > Ax)。

すなわち，考察の対象となる経済において，労

接的に連結しているようなもの，すなわち，

aksks+I >。
であるようなものが存在するとき，第 i部門は第j

部門に「連結」しているという。行列 A~O の分解

不能性は， Aを構成する任意の部門 iが任意の部門
jに「連結」しているという条件と同値である。

Nikaido 〔印〕 P. 109, あるいは，永田〔8〕参照。
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働者の生活資料を含めた投入量を上まわる生産

物を，各部門が，技術的に，生産可能であるよ

うな生産水準が存在する。あるいは，剰余生産

物（列）ベクトル fを

f = (I-A)x 

と定めれば，仮定 1は，すべての生産物に関し

て剰余生産物が正となるような，非負の生産水

準の存在という条件に言い換えることができる。

行列Aを構成する産業のグループ分けに応

じて，産出量ベクトル Xならびに剰余生産物ベ

クトル fも，基礎的グループ Iと非基礎的グ

ループIIに分割しよう。

X = [ ;:1 ], f = [ ::1 ]。
このとき，産出量体系は，

x = Ax+f, 
あるいは，

[ ;:/ ] = [~II i:: ] [ ;:/ ] + [ ::I ], 
(2.1) 

したがって，

[/-ふ—A12 ] [ x1 ] = f1 
0 I -A22 XII [ fII〕

のかたちであらわされる。仮定 1がみたされれ

ば， Frobeniusの定理により，逆行列

(I-A)-1 

= [ (/-ふ）ーi(/-ふ）→ふ(l-A22)-I
0 (I -A22)-l 〕こ〇

が存在する。ここで， Auの分解不能性から，

(/-A11)-1 > 0 

である。そうすると，任意の半正ベクトル fに

たいして，産出量体系は，非負解

[ ;:I〕
=[(/-ふ）ーlfl+(I-ふ）―lふ (I-A22)-l fll 

(I-A22「fll ] 

(2.2) 

第 53巻第 3号

をもつ。上式から，非基礎財（最終）需要がゼ

ロのときには，たとえなんらかの基礎的部門に

正の（最終）需要が生じたとしても，非基礎的

グループには乗数効果が波及することなく，非

基礎財産出量水準は，すべて，ゼロにとどまる

ことがわかる。すなわち，

f=[。I〕こ〇
にたいし，

[ ;:I ] = [ (/ -~1)-1 fl 〕 ~o。

とくに， Auの分解不能性から，

ぷ=(l-Au)-1f1 > 0 

であるから，乗数効果が非基礎財部門にはいっ

さい波及しないのにたいして，墓礎的グループ

においては，すべての部門が波及効果の恩恵を

受けるという対照的な結果が生じる。それでは，

非基礎的グループにのみ半正の（最終）需要が

生じた場合には，どうなるであろうか。ここで，

仮定2をおく。

仮定2. 行列A12は各列に少なくとも 1つ正

の要素をもつ2)0 

すでに述べたように，基礎的グループのなかに

は賃金財生産部門が含まれる。したがって，非

基礎的部門jにおいて正の労働投入を必要とす

るかぎり， A12の第j列は半正であることがわ

かる。仮定2は，さらに，労働投入を必要とし

2) この仮定はゆるめることができる。すなわち，た

とえA12のなかにゼロの列 jが存在したとしても，
この jにたいして，ゼロでない列 iが，行列 A22Iこ
おいて，連結してさえいればよい。このとき，すべ

ての基礎財部門は，部門 iを経由して，部門jに連
結することになるので，乗数効果の波及は基礎財部

門すべてにおよぶ。このゆるめられた仮定が，厳密

な意味で， Sraffa本来の「基礎的生産物」の定義に

合致する。このゆるめられた仮定の経済的意味は，

Sraffaによれば，「生糸」のように「他の奢1多品の
生産に対してだけ使われるような「奢移品」」でさえ

も，基礎的生産物の投入を，間接的に，必要とする

ことである。 Sraffa(14〕訳書10-12ページ参照。
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ない非基礎的部門においても，なんらかの基礎

的生産物の投入が必要であることを意味する。

仮定2がみたされれば， (/-A11)-lが正行列で

あることから，

(/-ふ）→ふ＞〇

となるので，任意の半正ベクトル fIIが与えら

れたとき，

(/-ふ）ー1ふ (I-A22)-l f II > 0 

を得る。したがって，基礎的部門においては，

たとえグループ内に正の（最終）需要が生じる

部門をもたなくとも，非基礎的グループに半正

の（最終）需要が生じさえすれば，乗数効果の

波及過程を通じて，グループ内のどの部門も正

の産出量をもつことになる。行列表示すれば，

f = [ :/〕 20 
にたいして，

[XI]=[(/-ふ）→ふ(I-A22)-1 fll 
XII (I -A22t1 fll ] ?: 0。

ここで，ゞ>Oである。このように，基礎的グ

ループに属する任意の部門の生産物は，経済内

のどのような生産物を生産するためにも，必ず，

投入物として必要とされるのにたいして，非基

礎的グループに属する部門の生産物は，たとえ

それらが投入物として必要とされたとしても，

せいぜい自グループ内から求められたにすぎず，

けっして，基礎的グループからの乗数効果が波

及することはない。

これらの結果の系として，興味深い事例を考

えることができる。すなわち，基礎的部門に生

じた最終需要は，それがなんであれ，それによ

る乗数効果の波及は自グループ内にとどまり，

けっして，非基礎的グループに効果を及ぼすこ

とはない。その結果，最終需要の範囲内で，生

産手段あるいは生活資料のかたちで，生産能力

の増大をもたらす。これにたいして，最終需要

が非基礎的部門に生じた場合には，乗数効果の

波及は，自グループ内部のみにとどまらず，基

礎的グループに属する任意の産業の生産を例外

なく刺激する。その結果，生産能力の，必要以

上の，増大をともなうことなく，雇用の創出が

可能である。したがって，生産能力が過剰に存

在する不況期において，政府の公共支出の対象

として望ましいものは，基礎的生産物よりもむ

しろ非基礎的生産物の方である。なぜならば，

前者にたいする投資の帰結は，経済のなかでか

ぎられた部門だけにしか乗数効果を及ぼさない

ばかりか，不況期においてかえって生産能力の

増大をもたらすことになろう。これにたいして，

非基礎的部門に最終需要が生じれば，生産能力

をこれ以上高めることなく，ほとんどすべての

部門にたいして乗数効果が及ぶであろうからで

ある。逆説的にも， Keynesが指摘したように，

不況期においては，いつけん不生産的であると

考えられる「ピラミッドの建築」や「地中の穴

掘り」ですら，生産能力のこれ以上の拡大をと

もなうことなく，雇用の増大をもたらすために

適した手段となろう匹
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〔2〕 価格体系

価格（行）ベクトルP,賃金率 w,利潤率 r

3) Keynes⑫〕訳書127-129ページ参照。なお，生
産能力利用度の低下が投資にたいして不利な影響

を与えることは， Steindl〔応〕において強調されて

いる。すなわち，

「利用度の低下は過剰能力の増大を意味する。

しかし，この過剰能力の増大は，望まれたもので

も，計画されたものでもなく，有効需要の欠乏に

よって外部から強制されたものである。この望ま

しくない過剰能力は，おそらく投資に不利な影響

をおよぽすであろう。」 (Steindl〔応〕訳書155ペー

ジ）
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を， それぞれ，つぎのように定義する。

p=  〔か〕こ〇；

か＝商品 iの価格。

w=労働力 1単位あたりに支払われる賃金。

r=生産物 1単位あたりに投下された生産

費にたいする収益率。

このとき，すべての産業に斉一利潤率 rをもた

らす価格pは，条件

p = (l+r)(pA+wa。)

る任意の部門において生産を刺激するにもかか

わらず，基礎財価格は非基礎財価格からは独立

に定まる。 これにたいして，正の最終需要が，

基礎的グループに属する産業に生じた場合には，

その波及効果は自グループ内にとどまり， けっ

を満足しなければならない。ここで，賃金率 w

は，必要消費 Cをちょうど過不足なく購入でき

る額に等しいと仮定すれば，

w =pc= p1c1 

であるから，上式に代入して，

p=(I+r)pA, 

あるいは，

［ 〔Pl,pl/〕= (1 + r) 〔Pl,pl/〕
A11 A12 

誓゚,l)
を得る。ただし， p1,pllは，

あるいは，非基礎的グループの価格

それぞれ，基礎的

グループ，

して，非基礎的グループに属するいかなる産業

の生産も喚起することはないにもかかわらず，

基礎財価格の決定をまって，はじめて，非基礎

財価格は決定されることになる。

ところで，

1 μ=  
l+r 

とおけば，価格ベクトルpは，非負固有値問題

μp = p.A ; p~0, μ ~0 

の解である。この非負固有値問題は， Frobenius

の定理から，解

il(A)p = pA ; P~o, il(A)~ 〇

ここで， il(A)はAのをもつことがわかる。

を示す。そうすると，

p1=(l+r)p1ふ，
pll = (1 + r)(plふ+p11A22) 

だから，基礎的生産物の価格は，

Frobenius根である。上式を行列表示すれば，

入(A)〔P1'PJJ〕= 〔P1'PJJ〕［
A11A12 

0 A22〕
であるから，

自グループ内

入(A)pl= PIふ； P1~0, 入(A)~o

(2.4) 

の事情によって完全に定まってしまうばかりか，

その動向は，波及効果を通じて，経済内のすべ

ての部門の価格の運動を左右する。

して，非基礎的生産物の価格は，

価格に一方的に依存する。

これにたい

自グループ内

だけではけっして決定されることなく，基礎財

そればかりか， この

グループの生産物価格がどのような値をとろう

とも，

はない。

けっして，基礎財価格が変更されること

これらの結果が，産出量体系における

両グループの役割と対照的であることは興味深

い。すなわち，非基礎的グループに発生した最

終需要は， かならず，基礎的グループを構成す

が成り立つ，ここで，

l.-1(.A)J -Al = l.-1(.A)J -ふIl.-1(A)I -A22I 
=O 

であることに注意すれば，.-1(.A)はAuの固有値

であるか，または， A22の固有値であることがわ

かる。かりに， 11(A22)> 11(.All)と仮定しよう。こ

のとき， 11(.A)の最大性から，

入(A)=11(A叫>A(ふ）

が成り立つ。したがって， (2.4)において，入(A)

はAllの固有値にはなりえないので， けっきょ

く，

pl= 0 

- 24 -
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とならねばならぬ。これは，体系内の基礎財価

格がすべてゼロという無意味な結果を招く。こ

の帰結の経済的意味を述べよう。入(A22)が

入(A11)より大であるということは，基礎的グ

ループが生み出しうる利潤率が，非基礎的グ

ループのそれより大きいことを意味するので，

後者の利潤率が経済全体において支配的になる

ためには，前者の価格がゼロにまで下がらなけ

ればならない。これがり=Oが要求される理由

である。しかしながら，経済において，非基礎

的グループが，どうあがいても，基礎的グルー

プより低い利潤率しか生むことができなければ，

そもそも，必要不可欠なわけでもない非基礎的

生産物が経済内で生産される誘因が存在すると

は考えられない。したがって，このケースでは，

経済内のすべての部門が基礎的部門にあたると

考えてもよい。そもそも，非基礎的部門は，いっ

さい，存在しなかったのである。一方，

入(A)=入（ふ）＝ル(A叫＞。

のときには，非負固有値問題

入(A)pl= plふ

の解pl>Oが存在し，しかも，このがは，条件

入(A)pll= plふ+pllA22 

を満足する。ここで，かりに， pn;:;;;oとすれ

ば，仮定2により，

pll(入(A)/-A22)= P1ふ＞〇
をみたす非負解pllが存在することになるので，

行列入(A)/-A22は非負逆転可能となり，入(A)

＝入(A22)に矛盾する。したがって， pllのなかに

は，少なくとも 1つ，負の要素が存在しなけれ

ばならない。これは，非基礎的生産物のなかに

負の価格を認めることになり，無意味である。

この結果の経済的意味は，つぎのようにまとめ

られる。すなわち，たとえ非基礎的部門が，自

グループ内において，基礎的グループが生み出

す率と同じだけの利潤率を生み出しうるとして

も，非基礎的部門は，みずからのグループの範

囲内では自立することができず，かならず，基

礎的グループからの投入を必要とする。その結

果，その分だけ非基礎的生産物の生産費は上昇

するので，非基礎財価格が半正であるかぎり，

非基礎的グループの利潤率は，基礎的グループ

のそれよりも下がるはずである。前者を後者と

同じ水準にとどめるためには，なんらかの非基

礎財が負の価格をもち，上昇した生産費をうめ

あわせるだけ生産費を下げるために貢献しなけ

ればならない。かくして，このケースにおいて

も，非基礎財は，少なくとも 1部門，存在しな

かったはずである。

このように， t1(A22)が入(Au)より大であろう

と，あるいは，等しかろうと，いずれにしても，

経済的に無意味であるから，つぎのように仮定

してもよかろう。

仮定3. t1(A11) > t1(A22)。

この仮定の経済的意味は自明であろう。非基礎

的部門が自グループ内において生み出しうる利

潤率が，基礎的グループのそれより大きくない

かぎり，そもそも，非基礎財は，少なくとも 1

部門，存在しなかったはずである。非基礎的生

産物は基礎的生産物にとって，まった＜，必要

とされない。そればかりか，前者にとって後者

は必要不可欠である。したがって，前者は後者

の条件を一方的に認める以外は存立の根拠をも

たない。非基礎的生産物にとって，基礎的生産

物の条件は絶対である。

仮定3がみたされれば，非負固有値問題 (2.

4) は，解

入(A)が=pふ；
PI :2: 〇， ;1(.A)=入（ふ） ~o

をもつが， Auの分解不能性から，じつは，
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p1 > 0, ,1(_A) > 0。

さらに，非負固有値問題

μp1 = P1 An ; P1~0, μ ~0 

は， μ=,1(.A)=t1(.A11)以外に解をもたず，しか

も， Frobeniusベクトルpl>Oは，スカラー倍

を除いて，一意である。そうすると，利潤率 r

は，

1 
r=入（ふ）―1 (2.5) 

から，一意に，定まることになるが，この決定

関係は，いかなる非基礎的生産物側の条件にも

依存しないことがわかる。言い換えれば，利潤

率の決定には非基礎的部門はいっさい関与せず，

もっぱら，基礎的グループ内部において利潤率

rは決定される。しかも，仮定 1から，ある産出

量ベクトル x富 0にたいして，

ぷ＞ふx八

すなわち，行列Auは生産的であることがわか

るので， Frobeniusの定理により，

〇<A(ふ） <1。

したがって，

r > 0 

となり，求められる利潤率は正であることがわ

かる。このようにして，基礎財価格pl>Oなら

びに斉一利潤率 r>Oが定まれば，仮定 3から，

〇 ~t1(A22) <入（ふ） < 1, 

したがって，逆行列

(I -A22)-l~0 

ならびに

(i-A22『
,1(.A11) 

~o 

が存在することがわかるので，あわせて，非基

礎財価格pl/が，次式から定まる。

pl/ = (1 + r)p1ふ(/-(1 + r)A22)-1 
>O。 (2.6)

さきに述べたように，基礎財価格ベクトルpl>

第 53巻第 3号

0は，スカラー倍を除いて一意であるから，賃金

単位ではかった価格

Pw= 
p 
＝ 
PL 

w PC 
I' 

ならびに，

pは=(l+r)p如ふ(/-(1 + r)A22)-1 

は，それぞれ，一意に定まる。なお，この推論

の系として，基礎財体系が生産的ならば，仮定

3がみたされるかぎり，非基礎財体系も生産的

であることが導かれるが，じつは，このとき，

両者を含めた全体系も生産的である。なぜなら，

このとき，

O<入（ふ）＝入(A)<1 

が成り立つからである。したがって，仮定3さ

えみたされれば，基礎財体系が生産的であると

いう条件は，全体系が生産的であるという条件

に同値であり， とくに，非基礎財体系が生産的

であるという条件を含む。

〔3〕 価値体系

賃金単位表示の価格Pwは，商品 1単位に相

当する金額で購入することができる労働量をあ

らわす。したがって，価格体系においては，再

生産過程は支配労働の観点から位置づけられた

ものとなる。それでは，投下労働の側面から再

生産過程に注目すれば，どうなるであろうか。

そこで，価値（行）ベクトル Vを導入しよう。

v= 〔叫；

防＝商品jを1単位生産するために必要

とされる，直接労働投入量プラス生産

手段に投入された間接労働投入量，

と定義すれば，価値方程式

v = vA+a。
を得る。あるいは，
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〔VI'VII〕＝〔が， VII〕［
Au A12 

+ 0 AJ 
[ a~, aが〕。 (2.7)

ここで， VI,VIIは，それぞれ，基礎的グルー

プ，あるいは，非基礎的グループの価値ベクト

ルを示し，また， a~, aりは，それぞれのグルー

プの労働投入係数ベクトルをあらわす。

A~A~O 

に注意すれば，仮定 1がみたされるとき，条件

x>Ax~Ax 

を満足する非負の産出量ベクトル Xが存在す

る。すなわち，行列 Aは生産的であるから，

Frobeniusの定理により，

〇 ~11(A) < 1 

を得る。このとき，行列 I-Aは非負逆転可能

であるから，

v=a。(J-A)-1z 0。 (2.8)

あるいは，

v1 = a~(I -Au)-1 z〇，
vn = a~(I -Au)-1ん (J-A22)-l
+aが(I-A22)-l~0 

である。価格体系と同じく，価値体系において

も，基礎財価値は，もっぱら，自グループ内の

事情から決定されるのにたいして，非基礎財価

値は，基礎財価値に一方的に依存することがわ

かる。また，仮定3がみたされるとき，基礎財

体系が生産的でありさえすれば，全体系の価値

ベクトルが存在することになる。

〔4〕 標準体系

こんどは，すべての部門において斉ーな物的

剰余比率Rをもたらすような，特別の，産出量

体系を考え，これを標準体系と名づける。すな

わち，標準体系における産出量（列）ベクトル

をqであらわせば，

q = (l+R)Aq 

である。 qを標準商品とよぶ。上式は，非負固有

値問題に還元できるので，解

l+R = 
1 
入(A)'

ならびに，

q~O 

をもつ。したがって，標準比率Rは利潤率 rに

等しいことがわかる。じっさい，

(1 + R)p.Aq = pq = (1 + r)p.Aq, 

pAq > 0 

であるから，たしかに，

R=r 

となることが確認される。標準体系を，基礎的

グループと非基礎的グループに分ければ，

[ q1 ] = (l + R) [ Au A12 ] [ q1 
qll O A22 qll〕

(2.9) 

となる。いま，仮定3がみたされるとしよう。

このとき，

tt(.A) = tt(.Au) > 1t(A22) 

が成り立つので，方程式

tt(A)qll = A22qll 

において， qll~o にはなりえない。したがっ

て，

qll = 0。

そうすると，

入(A)ql=ふqi+ふqll=ふqi

であるから，たしかに，

入(A)=tt(ふ）＞。

を確認できる。また， Auの分解不能性から，標

準商品りは tt(.Au)に属する正固有ベクトルで

あり，スカラー倍を除いて一意となることがわ

かる。以上のことから，標準商品 qは，じつ

は，
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q=[悶／］；
りは 11(.Au)に属する正固有ベクトル

であり，これを (2.9) に代入することにより，

標準体系は，基礎的部門のみからなる体系

q1 = (1 + R)ふ q¥

R=  
1 
11(Au) 
- -1 

と同等であることがわかる。したがって，価格

体系における利潤率の決定機構と同じように，

標準商品 qならびに標準比率Rの決定におい

ても，非基礎的部門を，まった＜，排除するこ

とができるわけである。なお，標準比率Rは，

価格体系における利潤率 rに等しいので，仮定

1がみたされるときには， R>Oでもある。この

ように，標準体系においては，価格タームであ

らわされた利潤率 rを，産出量タームを用いて

あらわした物的剰余比率Rで置き換えること

ができる。

〔5〕 双対性

基礎的グループにおいて，行列Auが（半）

生産的であったとしよう。

（ヨ x1~O)(x1 ;;::::: ふぷ）。

言い換えれば，任意のベクトル f1;;:::::Qが与えら

れたとき，ちょうどそれと同じだけの剰余生産

物を生み出せるような非負の産出量水準ぶが

存在したとする。すなわち，

(Vf1;;::::: 0)( 王 XI~ 〇）((/-ふ）ぷ =fり。

このとき， Frobeniusの定理により，

o < .-1(Au) < 1 

が成り立つので，正の利潤率

1 
- -1 r= 
.-1(Au) 

をともなう，基礎財価格体系

第 53巻第 3号

pl = (1 + r)plふ

の解が＞〇が存在する。この議論の逆をたどる

ことにより，正の利潤率をともなう基礎財価格

体系の解が存在すれば，行列A11は（半）生産

的であることもいえる。したがって，基礎的グ

ループにかぎっていえば，産出量体系における

解の存在条件と，正の利潤率をともなう価格体

系の解の存在条件とは同値である。

しかも，

plfl = pl(/-ふ）ゞ=rpふ x1

が成り立つ。すなわち，基礎的グループ内にお

いて，

剰余生産物価額＝利潤

である。あるいは，

w = p1c1 

に注意すれば，
-_ 

p1c1atぷ+p1f1= watぷ+rp1A11x八

すなわち，

必要消費価額＋剰余生産物価額

＝賃金＋利潤

が成立する。なお，このとき，基礎財に関する

価値体系

v1 = v1A11+a~ 

の解 V1>Oが存在し叫

v1f1 + v1c1a~ ぷ＝が(I-A11)ぷ =a因

すなわち，基礎的グループ内において，

4) 行列 A11に対応する投下労働体系

v1 = v1A11 + ab 
を考えれば， A11が生産的であるとき， A11の分解不

能性により，

が=ab(l-A叫＞〇

が存在する。この体系は，また，

i51(/-A11) = ll託恥1ab

ともあらわせるので，

V1 =(I+ i51c1)ab(l-A11)-l 
= (1十炉c1)v1。

したがって，

V = 
む
1十炉Cl >O 

を得る。
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剰余生産物価値＋必要消費価値

＝投下労働量

となる。そして，基礎的グループにおける搾取

率威を，

屈＝
Vlfl 

v1c1a~x1 

＝ 
資本家が入手する剰余生産物の価値

労働者が受け取る生活資料の価値

と定義すれば， v1>0であることから，

屈 >O ⇔ （ヨr::::: o)C ヨ XI~ 〇）
((/-ふ）ぷ =fり

⇔ 0く入(.Au)<1 

⇔ r>O。

したがって，搾取率が正のとき，かつ，そのと

きにかぎり，利潤率は正であることがわかる。

また，このとき，標準体系

q1 = (1+ R)ふqi

を考えれば，すでに示したように，

R=r 

がいえ，したがって，搾取率の正値条件は，じ

つは，標準比率の正値条件でもあることがわか

る。

仮定3がみたされれば，一般の体系における

双対性は，基礎財体系におけるそれに帰着する。

なぜなら，このとき，

入(.A)=入（ふ）

が成り立つので，

(Vf~0)( ヨ x~0)((/-A)x = f) 
⇔ 0く入(.A)<1 

⇔ 0く入(Au)<1 

⇔ r>。
⇔ (¥f f1~0)( ヨ x1~ 〇）

((I-Au)ぷ =fり

となるからである。この結果の系として，とく

に，基礎的部門において行列Auが生産的であ

りさえすれば，仮定3がみたされているかぎり，

非基礎的部門を含めた体系全体において，任意

に与えられた非負の最終需要に対応した産出量

体系の非負解，ならびに，正の利潤率をともな

う価格体系の非負解が存在することがわかる。

また，このとき，価値体系

v = vA+a。
の解 v>Oが存在するので匹搾取率の正値条件

vf 
(J)= >。
vca。X

と，条件

（ヨ fz 0)( ヨ x~0)((/-A) x = f) 

とは同値であり，したがって，利潤率の正値条

件とも同値になる6)。なお，利潤率が基礎的グ

ループの性質だけから定まるのに対応して，標

準体系も，同グループに属する部門からのみ構

成され，

[ q1 ] = (1 + R)[ふふz][ q1] 
0 0 A22 0' 

したがって，

q1 = (1 + R)ふqi

となるのは，さきに示したとおりである。
プ`． 、プ・

し—.'-—•

で， R=r,また，りは ,1(.Au)に属する正固有

（列）ベクトルである。標準比率Rの正値条件

は，明らかに，利潤率 rの正値条件，したがっ

て，産出量体系における非負解の存在条件と，

たがいに，同値である。

また， このとき，

5) v1 >0は，すでに注4)において示された。 VIIに
関しては，似>Oにより 1-V1C1 >O, かつ，
v11 = v1A12U-A22)-1+(l-v1c1)砒(I-Azz)-1
であるが，仮定2により，
v1A12 > 0。
一方，逆行列 (J-A22)-Iの各列には，少なくとも 1

つ，正の要素が存在するので，あわせて，

v11 > 0 
を得る。
6) f1 20のときは明らか。 f1=0であっても， r12
0が成り立つので，仮定2を考慮すれば，
ぷ—ふぷ＝ふx11

= AdA22X11 + f 11) 2 0 
となり，行列A11は生産的である。したがって， r>
0でなければならない。
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pf = p(l -A)x = rpAx 

だから，

剰余生産物価額＝利潤。

したがって，

pea。x+pf= wa。x+rpAx,

つまり，

必要消費価額＋剰余生産物価額

＝賃金＋利潤，

言い換えれば，

生産国民所得＝分配国民所得

が成り立つ。同様に，

vca。x+vf= v(I-A)x = a。x,
すなわち，

必要消費価値＋剰余生産物価値

＝投下労働量。

あるいは，

vAx+vca。x+vf= vAx+v(I-A)x, 
すなわち，

生産手段の価値＋必要消費価値＋剰余生産

物価値＝生産手段に体化された「死んだ労

働」＋純生産物に体化された「生きた労働」

となる。

§3. 動学的 Leontief-Sraff a体系

〔1〕 産出量体系

仮定1がみたされれば， Frobeniusの定理に

より，逆行列(J-_A)-1を級数展開できるので，

産出量体系は，

X = f+Af+A2f+ふf+…

のかたちであらわすことができる。 fは剰余生

産物自身， Afは剰余生産物 fを生産するため

に直接必要となる生産手段プラス必要消費，

ふfは必要消費を含む生産手段Afを生産す

第 53巻第 3号

るために直接必要なそれら，等々，であるから，

上式は，剰余生産物ベクトル f:?:0が与えられ

たときに生じる乗数効果をあらわすと考えるこ

とができる。乗数効果の波及過程を整理してみ

よう。まず，波及過程の第一段階においては，

剰余生産物 f自身が生産されなければならな

いので，この段階における産出量は，

x(l) = f 

である。つぎに，第2段階においては， fを生産

するために，生産手段あるいは労働者の生活資

料のかたちで， Afに等しい生産物が直接必要

とされるので，波及過程の第2段階が経過する

までに，産出量は，

x(2) = x(l)+ Af 

= f+Af 
= Ax(l)+ f 

にまで増大する。つづいて，波及過程の第3段

階においては，必要消費を含めた生産手段Af

を生産するために， _A2fに等しい生産物が必要

であるから，産出量x(3)は，

x(3) = x(2)+ふf
= f+Af+ふf
= Ax(2)+ r 

であらわすことができる。そうすると，帰納的

に，波及過程の第t段階においては，産出量x(t)

は，

t-1 

x(t) =~ ふf;A0 = I 
V=O 

(3.1) 

となる。あるいは，差分方程式

x(t) = Ax(t-,-1) + f; x(O) = 0 (3.1') 

の解としてあらわすことができる。 Frobenius

の定理によれば， x(t)が収束するための必要十

分条件は，

〇 ~11(A) < 1 (3.2) 

であるが，この条件は仮定 1と同値である。し

たがって，仮定 1がみたされるとき，かつその
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ときにかぎり，乗数過程 (3.1)ないし (3.1') 

は収束することがわかる。じっさい， (3.1')に

おいて t→00ならしめて， limx(t)=xとおけ
t→(X) 

ば，

x = Ax+f。

すなわち，任意に与えられた fzOにたいし，

(I-A)x = f 2 0 

となり，たしかに，行列Aは生産的であること

がわかる。したがって，逆行列 (I-At1~0 が

存在するので，これを，上式の両辺に左からか

けて，

X = (/-_A)-lf 

を得る。すなわち，乗数過程 (3.1)ないし (3.

1')において， t→OOならしめたときの極限ベク

トル xは，産出量体系の静学解に一致する。し

かも，産出量体系における静学解の存在条件と，

乗数過程の収束条件とは，たがいに同値である。

なお，仮定3がみたされるときには，静学解

の存在条件もしくは乗数過程の収束条件 (3.2) 

は，基礎的グループのみに関するそれらの条件

0 < 1t(Au) < 1 (3.2') 

に置き換えることができる。なぜなら，このと

き，明らかに，

〇<,1(ふ） = ,1(.A) < 1 

が成り立つからである。したがって，仮定3が

みたされるかぎり，基礎財体系における乗数過

程の収束条件 (3.2')さえみたされれば，非基礎

的部門を含む全体の体系に関しても乗数過程

(3. 1')は収束し，しかも，その極限ベクトル X

は静学的産出量体系の解であることがわかる。

〔2〕 価格体系

いま，価格p(l)が任意に与えられたとする。

p(l)は，一般に，価格体系の解p>Oとは等しく

ない。乗数過程の第 1段階において，価格p(l)

で評価すれば，第j産業においては，

n 

訊1)=か(l)xil)-~か(1)瓦xil)
i=l 

= xil)p(l)(/ -A)ei 

に等しい額の利潤が生じる。ここで，¢ は標準

的（列）基底をあらわす。このとき，個別利潤

率

冗:;(1)
ril) = 
xil)p(l).Aff 

= p(l)(J -A)ei 
p(l).Aff 

は，一般に，産業ごとに異なる。そこで，産業

間の競争の結果，一方では，平均利潤率 r(l)よ

り低い利潤率しか生まない産業の商品価格は上

昇し，他方では，平均より高い利潤率を生み出

す産業の商品価格は下がることにより，第2段

階において，価格p(l)で評価して，すべての産

業に同一の平均利潤率が成立するように，価格

p(2)が定められるとしよう。すなわち，

p(2) = (1 + r(l))p(l)ふ

r(l) = p(l)(/ -.A)x(l) 
p(l)Ax(l) 

一般に，価格p(2)で評価しても，なお，個別利

潤率 ri2)は産業間で異なった値をとるであろ

うから，第 2段階の産出量x(2)に関して価格

p(2)で評価した平均利潤率 r(2)を， p(2)に上

のせすることによって，第3段階の価格p(3)が

形成されよう。

p(3) = (1 + r(2))p(2).A 
= (1 + r(l))(l + r(2))p(l)ふ；

r(2) = p(2)(/ -.A)x(2) 
p(2).Ax(2) 

= p(l)..4(/ -.A)x(2) 
p(l)Aな(2) 0 

乗数過程の進行と歩調をあわせて，このような

価格形成プロセスが，遂次，おこなわれるとす

れば，第 t段階においては，
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p(t) = (1 + r(t-l))p(t-1).A 
t-1 
= fl(l + r(r))p(l).Jt-i; 
r=I 

r(t-1) = p(t-l)(l -A)x(t-l) 
p(t-l)Ax(t-l) 

= p(l).Jt-1(/ -.A)x(t-1) 
p(l)ふx(t-1)

(3.4) 

(3.3) 

研

を得る。このとき，

瓜t)-Pit-1)
= (1 + r(t-l))p(t-l)Ar!-p(t-l)e' 
= (1 + r(t-l))p(t-l)Ar! 
-(1十ゎ(t-l))p(t-l)Ae' 

= (r(t-1)-rit-l))p(t-l)Ae' 

だから，

Pit)奎か(t-1)⇔ r(t-1)奎ゎ(t-1)。

たしかに，平均を下まわる利潤率しか生まない

産業の商品価格は上昇するのにたいして，平均

を上まわる利潤率を生み出す産業の商品価格は

下落することがわかる。

それでは， t→C0ならしめたとき，価格p(t)

ならびに利潤率 r(t)は収束するであろうか。ま

た，収束したとして，

格体系の静学解p>Oならびに r>Oに，それぞ

そのときの極限値は，価

究 第 53巻

Pw(t) = p(t) = p(t) 
w(t) p(t)c 0 

(3. 3) 

第 3号

を代入すれば，
-_ t-1 

Pw(t) = 
p(l)A 
p(l).Jt-1c゚

(3.3') 

仮定4から，定理4により，行列Auはprimitive,

したがって，定理5により，安定な行列である。

さらに，仮定3から，

入（ふ） > 1t(A22) 

であるから，行列

A= [ふふ
0 A22〕

に関して， 定理6の条件がみたされることにな

り，けっきょく，行列A自身も安定であること

がわかる。 したがって，定理6の系により，
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れ， 一致するであろうか。

仮定4.

この仮定は，

ii;;= a;;+ C氾 oi>。

意すれば，

これらがじっさいに

成り立つことを示すために，仮定4をおこう。

行列Auは正の対角要素を少なくと

も1つもつ。

ある基礎財部門 iに関して，

が成り立つことを意味するので，基礎的部門の

なかに賃金財生産部門が含まれていることに注

その成立は自明である。なぜなら，

このとき，賃金財生産部門 iで生産された生産

物を労働者は消費するので，

労働投入が正であるかぎり，

らである。

この産業において

C;a。;>0となるか

価格を規準化するために賃金単位を採用しよ

となる。ここで， fi1>0は， 11(.A)= 11(.Au)に属

する Auの Frobeniusベクトルであるが， Au

の分解不能性により，

ギ

J思。

スカラー倍を除いて，

したがって，

-I I 

lim pfv(t) = p p I 
-II=  -了-= Pw o 

t→ °" pc pc 

ぅ。

(3.5) 

また，

1 
r= 
入(Au)
-1 

に注意すれば，

limpは(t)= (1 + r)pfvふ(/-(1
t→00 

+ r)Azz)→ (3.5') 

となり，賃金単位ではかれば，基礎財価格

pf≫(t), 非基礎財価格pは(t)は，いずれも，極限

- 32 -



Leontief-Sraff a体系における非華礎的生産物

において，それぞれの静学解 P~,P位に一致す

ることがわかる。さらに， (3.4)から，仮定 1

がみたされるときには，

lim r(t) 
t→OO 
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= 1 
入（ふ）
-1 > 0。

すなわち，

lim r(t) = r >。
t→OO 

(3.6) 

1') 

であるから，利潤率 r(t)に関しても， t→CX)な

らしめれば，静学解 rに一致し，同時に，利潤

率の正値条件もみたされることになる。なお，

仮定 1は，条件

〇 ~,1(.A) < 1 

に同値であるが，仮定 3がみたされるときには，

さらに，

0 < ,1(.A11) < 1 

に同値でもある。そうすると，基礎財体系が生

1) 仮定 1がみたされれば，乗数過程は収束するの

で，

lim x(t) = x 
t→OO 

が存在する。

なお，乗数過程の収束条件は，価格の収束条件が

それを必要としないのと同様に，利潤率の収束のた

めにも，じつは，必要ではない。というのは，個別

利潤率の定義式

乃(t)= 
Pw(t)(J-A)ei 
Pw(t)Aei 

から，明らかに， Aが安定なときには，
limp山） =pw, 
t→O 

Pw = (l+r)p』
であることを考慮すれば，任意の部門 jに関して，

lim r/t) = lim 
叫 I-A)ei

=r 
t→ "'l→ "'PwAll 
が成り立つ。ところが，この証明には，産出量体系

側の条件は，いっさい，利用されていないからであ

る。このように，価格ならびに利潤率の収束条件

は，「安定な行列」の性質のみに依存し，産出量体系

の動向とは，第一義的には，独立である。しかしな

がら，利潤率の極限値が正となるためには，乗数過

程の収束条件は必要かつ十分である。

産的かつ安定でありさえすれば，上述の結果は，

すべて，導かれることになる。じっさい，この

とき， (3.5), (3. 5')の成立は自明。また (3.4) 

を

r(t-1) = 
p1(t-1)(/—ふ）ゞ(t-1)
p1(t-1)ふぷ(t-1)

＝が(l)Af戸(I-ふ）ゞ (t-1)
p1(l)Afぷ(t-1)

(3.4') 

で置き換えても，いぜんとして，

lim r(t) 
t→OO 

1 
limp 
t→00 
I(l)( 心

＝ 
A(A11))匹x(t)

入(A11)lim p1(1)(A11 
t+I 

t→oo 入（ふ））！咆 x(t)

-1 

= 1 
入(Au)
-1 = r >。

は成り立つ。すなわち，平均利潤率の形成には，

実質上，非基礎的グループは関与しなくてもよ

いことがわかる。このように，仮定3がみたさ

れるときには，基礎財体系が生産的かつ安定で

ありさえすれば，非基礎的グループ側の条件を

いっさい考慮することなく，価格Pw(t)は静学

解 Pw>Oに収束する。そればかりか，平均利潤

率の形成においても，非基礎的部門をいっさい

除外して，基礎的部門のみに関して算定された

平均利潤率 (3.4')が， t→00ならしめたとき，

静学解 r>Oに収束することがわかる。

〔2〕 価値体系

国民生産物として商品jを1単位生産するよ

うな「小体系」における投下労働量を考える。

このとき，

(I-A)x = e 

であるから，¢ を生産するためには

a。¢

- 33 -
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に等しいだけの投下労働量を直接必要とする。

第 53巻第 3号

つづいて，¢の生産手段Ar!を生産するため

に，

a。Ae'

の投下労働が直接必要である。さらに，生産手

段の生産手段A2<!の生産には，直接，

a。A2<!

に等しい労働が投下される，等々。これらの投

下労働量の系列は，産出量体系における乗数効

果の波及過程に対応するので，一般に，第 t段

階を経過するまでの投下労働量の総和は，

t-1 

Lit)=~a。Ave1
l/=0 

となる。上式は， t→CX)ならしめたとき，乗数過

程が収束すれば，極限値Ljをもつことがわか

る。なぜならば，乗数過程の収束条件

o < 1t(A) < 1 

は，上式の収束条件

〇 ~1t(A) < 1 

を，明らかに，含むからである。この極限値 Lj

は，商品jを1単位純生産するために直接・間接

に必要とされる投下労働量をあらわすので，商

品jの価値に等しくなると予想される。じっさ

ぃ，上式を行列表示すれば，

t-1 

L(t) = a。 ~All
11=0 

(3.7) 

であるから，

t-1 

lim L(t) = a。lim図A11=a。(/-A)-1
t→ 00 t→ 00 l/=0 

となり，たしかに，価値ベクトル Vに等しい。

このように，第j商品の価値 Vjは，この商品だ

けを 1単位純生産するような「小体系」におけ

る投下労働量をあらわす， と同時に，この商品

1単位に直接的に，あるいは生産手段を介して

間接的に，体化された労働量の総和をあらわす。

なお，仮定3がみたされるときには，基礎財体

- 34 -

系における乗数過程の収束条件

〇＜入(.Au)<1 

さえ成立すれば， (3.7) は収束する。なぜなら

ば，このとき，じつは，入(.A)=入(Au)だからで

ある。このように，価値体系の収束条件は，産

出量体系の収束条件に一方的に依存する。

こんどは，剰余生産物として商品jを1単位

生産するような「小体系」における投下労働量

を考えてみよう。すなわち， (2.1) において

f = (! 

とするとき，¢を生産するために直接必要な投

下労働量は

a。e',

¢を生産するためには，生産手段あるいは労働

者の生活資料のかたちで， Al!に等しい生産物

が直接必要であるから，そのときの労働投入量

は

a。Ae',

同様に， Allを生産するため，必要消費を含め

た，生産手段に投下される労働量は

一a。A2<!'

等々，であるから，一般に，第 t段階において

は，投下労働量の総和は，

t-1 

Lit)=~a。ルe'
V=O 

であらわせる。あるいは，行列表示すれば，

t-I 

L(t) =~a。ふ
l/=0 

(3.7') 

である。この式は，乗数過程が収束するときに

は，明らかに，極限

畑i(t)= a。(J-.J)-1

をもつ。この極限ベクトルは，つぎの体系

v = vA+a。

の静学解

iJ = a。(J-A)-1> 0 (3.8) 
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に等しい。さらに，静学解 6の存在条件は

0 < 11(.A) < 1 

であるから，この条件は，産出量体系における

静学解 x~O の存在条件と同値であり，それゆ

ぇ，乗数過程の収束条件とも同値であることが

わかる。価値体系は，国民生産物 1単位に体化

された投下労働量を，とくに物的再生産の条件

に注目しつつ，評価したものである。これにた

いして，体系 (3.7')においては，物的再生産の

条件のみならず，労働力再生産の条件をも考慮

に入れたうえで，剰余生産物 1単位に体化され

た労働量の評価がなされている。そこで，この

体系を，便宜上，「純価値体系」とよぼう。純価

値体系は，明らかに，産出量体系 (2.1)と双対

の関係にある。すなわち，体系の解の存在条件

は，両者ともに，

0 < 11(.A) < 1 

であり，さらに，

iJf = iJ(l -A)x = a。x,

言い換えれば，

剰余生産物純価値＝投下労働量

(3.9) 

が成り立つ。これと同じ関係が，産出量体系

x = Ax+y 

と価値体系との間にも成立する。すなわち，前

者の解

X = (I -A)-l y~0 

の存在条件

0 < 11(A) < 1 

は，価値ベクトル v~O の存在条件と同一であ

り，しかも，

vy = v(I -A)x = a。X,

言い換えれば，

国民生産物価値＝投下労働量

が成立する。この式は，

y = ca。x+f

- 35 -

に注意すれば，前節においてすでに示された式

vca。x+vf= a。X (3.9') 

を，じつのところ，意味している。このように，

価値体系，ならびに，純価値体系においては，

それぞれ，国民生産物，あるいは，剰余生産物

に体化された労働量を，両者に共通な，投下労

働量に等置するような評価がなされているので，

純価値 6の方が価値 V より大きいと予想され

る。じっさい，純価値方程式 (3.8)から，

fJ(/ -A) = (1 + fJc)a。

が導かれるので，両辺に右から (/-A)-1をか

けて 1 + fJcで割れば，

iJ 
v= 
1 + iJc 

となり，たしかに，

iJ > V 

(3.10) 

が成り立つ。しかも，注目すべきことに， (1

+ iJcいを比例定数として，両者は比例の関係

にあることがわかる。さらに， (3.9) は

iJca。x+iJf = (1 + iJc)a。X

と言い換えることができるが，この式は，じつ

は， (3.9') と同等であることが， (3.10)から，

わかる。同様に，価値方程式 (2.7)から，

v(I -A) = (1-vc)a。,

したがって，

iJ = 
V 

1-vc 
(3.10') 

を得るが，これは，仮定 1がみたされるときに

は，非負ベクトルになる。なぜなら，このとき，

(3. 9')から，

1-vc = vf >O 
a。X

となるからである。このように，価値体系と純

価値体系とは，それぞれ，国民生産物ないし剰

余生産物にとくに注目するというちがいはあっ

ても， ともに，再生産過程を投下労働の側面か
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ら観察するものであり，しかも，両者の解ベク

第 53巻第 3号

トルは比例の関係にあるので，仮定 1がみたさ

れるかぎり，同等の役割を果すものとみなされ

よう。なお，価値ベクトルの存在条件は純価値

ベクトルの存在条件よりゆるいので，前者が存

在したとしても，必ずしも，後者が存在すると

はかぎらない。また，仮定3がみたされるとき

には，純価値体系の解の存在条件は，基礎的グ

ループにかぎった条件

0 < tt(All) < 1 

と同値である。

〔4〕 標準体系

いま，産出量ベクトル q(l)~O が，任意に，与

えられたとする乳このとき， q(l)を生産するた

めに必要な直接労働投入量は，

a。q(l)

であり，その，必要消費を含めた，生産手段の

再生産のために必要な投下労働量は，

a。Aq(l)

となる。そうすると，これら 2つの比として定

義される，間接労働にたいする直接労働比率

a竺qil)
a。A五 (1)

は，一般に，産業ごとに異なった値をとる。そ

こで，乗数過程の第2段階においては， q(l)で

評価した，上記比率の平均率

a。g(l)
a。Aq(l)

を，必要消費を含めた，生産手段Aq(l)に上の

せすることによって，産出量の調整をおこなう

ものとする。すなわち，

2) ただし， q'(l)~O とする。

- 36 -

q(2) = (1 + R(l))q(l); 

R(l) = 
a。(/-.A)q(l)
a。Aq(l)

このような調整プロセスをたどれば，一般に，

第 t段階においては，

q(t) = (l+R(t-l)).Aq(t-l); (3.11) 

R(t-l) = 
a。(I-A)q(t-l) 
a。.Aq(t-l)

(3.12) 

を得る。ここで，比率R(t-l)は，第 t-l段階

における，間接労働にたいする直接労働超過率

をあらわす。上式は，反復法により，

t-1 
q(t) = ll(l + R(r)).Jt-1q(l), (3.11') 

て=l

ならびに，

R(t) = 
a。_Jt-lq(l)
a。ふq(l)

-1 (3.12') 

となる。そうすると，仮定3,4がみたされると

きには，行列Aは安定であるから，

lim R(t) 
t→OO 

1 a。！四（ふ）t-1 q(l) 
.-1(.A) A t 
a。！四(.-1(.A))q(l) 

= 1_ 
A(A) 
-1 = R。

-13) 

したがって，比率R(t)は， t→CX)ならしめたと

き，標準比率Rに収束する。つづいて， (3.11') 

の収束を検討するために，ベクトル q(t)を，そ

の投入労働量がつねに 1となるように，規準化

してみよう。すなわち，

Qa(t) = 
q(t) 
a。q(t)0 

3) Aが安定のときには，任意の半正（行）ベクトル
szOにたいして，

lim s 
A 

t→ 00 (11(.A)) 
が存在する。そこで， S として，とくに，標準的（行）

基底 ei(j=l,2, …， n)をとることにより，

匹（ふ）t
の存在がいえる。
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ここで， Qa(t)は規準化されたベクトルをあら

わす。上式に (3.11') を代入すれば，

Qa(t) = 
_At-Iq(l) 

a。_At-Iq(l)゚

したがって，

limqa(t) = 
曰A_y-lq(l) -
入(A) q 

＝ 
t→ " °a。！四（ふ）t-1 q(l) a。ijo

ただし， ijは入(.A)に属する非負固有ベクトル

であるが，じつは，

ii= [~/ J; 
iiiは入(Au)に属する正（列）固有ベクトル

である4)。Auの分解不能性から， ijは標準商品

4) Aが安定であるという条件と，その転置行列A'
が安定であるという条件とは同値である。というの

は， 1t(.A)=11(.A')に注意すれば，

Aは安定⇔梗lA t 厄））が存在

A't 
⇔四四（紅）） が存在

⇔ A'は安定
となるからである。しかも，このとき，任意の半正

（列）ベクトル q(l)20, ただしり(1)20, が与え

られれば，定理6と同様の推論をおこなうことによ

り，

lim q'(l) 
A't 

t→ 00 (11(.A')) 

=[日ql'(l)(11(土）t
＋ 
1 1-1 A伍 r_ A;, t-r-1 
入（ぷ） q11'(l)互(;t(ぷ））叫入（ぷ））｝，
lim q11'(l) 

A伍 t

t→ oo (11(ぷ））〕

= [ iir + 1 qn'(l)(1 _ A~2) —I_ 

入（ぷ） A(ぷ）
A ;2B', O']。

ここで， iiiは1t(.A;1)に属する正（行）固有ベクト
ルであり，また，行列B'は，定理3においてとくに
標準的基底¢ を初期ベクトルと考えることにより，

その各行が入(A;,)に属する Frobeniusベクトルで
あるような行列であることがわかる。このとき，行

ベクトル

入（ぷ）
1 q11'(1)(I_ A;2)―1_  

入（ぷ）
A;2 

に行列 B'を右からかけたベクトルとベクトル 0
との和は， Frobeninsベクトルとなるので，これ

を，あらためて，がであらわせば，

lim q'(l)( 
A't 

t→ 00 11(.A')) = 〔ず，O'〕，

- 37 -

qのスカラー倍となるので，

lim Qa(t) = 
q 
= Qa, (3.13) 

t→ 00 a。q

すなわち， Qa(t)は， t→OOならしめたとき，規

準化された標準商品 Qaに収束することがわか

る。

なお，ベクトル qの構成から，明らかに，上

記の極限ベクトルは，

I q I 
I = Qa 
a。qI 

に同等であるから， (3.11)ならびに (3.12)で

示される産出量の調整をくり返せば，究極的に

は，非基礎財の産出量はすべてゼロになる。こ

の結果は，標準体系が基礎的グループからのみ

構成されることに対応する。仮定3は，非基礎

的グループの自己再生産率が基礎的グループの

それより大であることを意味するので，全部門

において同一の自己再生産率が成立するように

産出量の調整がおこなわれるときには，前者の

産出量がゼロになることが要求されるのは自明

であろう。しかも，基礎的グループは非基礎財

の投入をいっさい必要としないのであるから，

非基礎財産出量がゼロであることは，たんに要

求されるだけではなく，認められる。このよう

に，標準体系においては，いっさいの非基礎的

生産物は，盲腸のように，退化した余分な存在

にすぎないが，このことは，動学的文脈におい

ても，依然として，真である。じっさい， (3.13) 

に示される結論を得るためには，任意の初期ベ

クトル q1(1)~0 が与えられたとき，基礎的グ

ループにかぎった調整

言い換えれば，

lim 
A t 

t→ 00 (11(A)) q(l) = [ 
iii 
。〕

となる。ここで， iiiは， 11(A)=11(A11)に属するふ l
の正固有（列）ベクトルである。



経済学研究

q1(t) = (l+R(t-1)ふり(t-1);

R(t-1) = a~(I —ふ）り(t-1)
a~ ふQ1(t-1)

をおこなうだけで十分なのである。このとき，

ふの安定性から，明らかに，

lim R(t) = R, 
t→OO 

ならびに，

lim q~(t) = q~ 
t→OO 

が導かれる。

付言すれば， Sraffaが述べているように，上

記の調整プロセスにおいて，比率R(t)は，価格

タームに置き換えてもよい5)。すなわち，

R(t) = 
p(I -A}q(t-1) 
pAq(t-1) 

あるいは，価格さえも同時に変化させて，

R(t) = 
p(t-1)(/ -A}q(t-1) . 
p(t-l)Aq(t-1)' 

p(t) = (l+R(t-l))p(t-l)A 

としても，所望の結論を得る。価格タームに置

き換えた場合でも，明らかに，基礎財体系にか

ぎった分析で十分である。さらに，価格ターム

と同様に，価値タームに置き換えた比率

R(t) = 
v(I -A}q(t-1) 
vAq(t-1) 

でも用を足す。これは森嶋の調整公式であるが

6), この式と (3.12)は，ともに，投下労働ター

ムによる比率の調整をあらわすものであるから，

じつは，両者は，より一般的な調整式

5) Sraffaによれば，標準比率を求めるには，つぎの

ような 2つの方法がある。

「一つは，間接雇用労働に対する直接雇用労働

の数量比率であり，いま一つは，生産手段に対す

る純生産物の価値比率である。」 (Sraffa(14〕訳

書27ページ）

なお， Sraffaのいう「価値」とは，本稿における

「価格」に翻訳して解釈する必要がある。

6) Morishi血 〔4〕，あるいは， Morishima and 

Catephoresげ〕訳書211ページ参照。

第 53巻第 3号

R(t) = 
v(t-1)(/ -.A)q(t-1) 
v(t-l)Aq(t-1) 

v(t-1) = aぷ (t-1),

X(t-1) = AX(t-2)+1, X(O) = 0 

の亜種であると解釈できよう。上式においても，

標準生産物を求めるためには，依然として，分

析を基礎財体系にかぎってよい。

〔5〕 双対性

前節においてすでに示されたように，産出量

体系

x = Ax+ f, x~0, f~0, 

価格体系

p = (l+r)p.A, p~0, r > 0, 

純価値体系

iJ = ii.A +a。, iJ~0, a。 ~0,

ならびに，標準体系

q = (l+R)Aq, q~0, R >。
の解の存在条件は，すべて，等しく，簡単に

〇ニ入(A)<1 

という条件にまとめられる。この条件は，

Frobeniusの定理により，仮定1と同値である

から，仮定 1さえみたされれば，これら 4つの

体系の解は存在し，しかも，これらの解のあい

だに，

pf= rp.Ax, 

すなわち，

剰余生産物価額＝利潤，

また，

iJf = a。X,

つまり，

剰余生産物純価値＝投下労働量，

さらに，

R = r, 
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したがって，

標準比率＝利潤率，

という恒等式が成立する。このとき，価値体系，

v = vA+a。,V~0, a。 ~o

の解 V も存在し，しかも，

iJ 
v= 
1 + iJc' 

あるいは，

i5 = V 
1-vc 

が成り立つ7)。そうすると， 6ならびに Vの非負

性から，

1-vc > 0 

でなければならない。この式は，労働の価値ーこ

れは定義によって 1に等しいーが，労働力の価

値ーこれは定義により必要消費の価値に等しい

ーより大であること，したがって，労働者は，

労働力の提供と引き換えに，みずからが生み出

す価値より低い価値にしか値しない生活資料を

手に入れるにすぎないことを意味する。じっさ

ぃ，このとき，搾取率

vf 
(JJ = 
vca。X
_ v(I-A)x-vca。x

vca。X
1-vc 
VC 

7) (3. 10), (3. 10')を見よ。これらの関係式は，た
しかに，価値方程式ないし純価値方程式を，それぞ

れ，満足する。じっさい， 6が純価値方程式をみた

すことから， (3.10) により，

v= v = v A+ a。
1 + vc 1 + vc 1 + vc 
fj = A+ vca。+ a。
1 + vc 1 + vc 1 + vc 
= vA+a。
となり，この Vは価値方程式を満足する。逆に， v

が価値方程式を満足するときには， (3.10')から，

V V a。
v= = A+ 
1 -VC 1 -VC 1 -VC 

= v A-vca。+ a。
1 -VC 1 -VC 1 -VC 

＝直+aoo
したがって，純価値方程式が導かれる。
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は正である。逆に，正の搾取率をともなう価値

体系の解 Vが存在すれば，この議論の逆をたど

ることにより，純価値体系の解の存在，したがっ

て，残りの 3つの体系の解の存在が，すべて，

導かれる。以上をまとめれば，

(JJ > 0 ⇔ r>。
⇔ R>。
⇔ 産出量体系の解の存在

⇔ 純価値体系の解の存在

となる。すなわち，搾取率の正値条件，ないし，

利潤率の正値条件は，すべての体系における解

の存在条件と同値であるが，この共通な存在条

件は，仮定 1がみたされるとき，かつ，そのと

きにかぎり，満足されることがわかる。なお，

純価値体系と産出量体系との間に成立する恒等

式は，上述の議論により，価値体系と産出量体

系との間のそれ

vf+ vca。x=a。XS)'

すなわち，

剰余生産物価値＋必要消費価値

＝投下労働量

と言い換えることができることを指摘しておく。

また，仮定 3がみたされるときには，これらに

共通の解の存在条件は，基礎財体系にかぎった

条件

〇<tt(ふ） <1 

のかたちであらわされる。したがって，基礎的

グループに関して，産出量，正の利潤率をとも

なう価格，純価値，あるいは，正の搾取率をと

8) 恒等式

vf = a。x
に

iJ = 
V 

1-vc 

を代入すれば，恒等式

vf+vca。x=a。X
が，一方，後者の恒等式に

iJ 
v= 
1 + vc 

を代入すれば，前者が導かれる。
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もなう価値のうち，いずれかの体系の解が存在

しさえすれば，非基礎的グループをも含めた全

産業について，これらすべての体系の解が存在

することがわかる。このように，すべての体系

に共通な解の存在条件を検討するさいには，非

基礎的産業側の事情はいっさい考慮に入れる必

要がない。しかも，このとき，利潤率 rは基礎

財体系のみから定まり，同様に，搾取率 (JJ恥

ベクトル Cの構成から，

1-VC 1-VICI 
(JJ = = 
vc vc 

となり，基礎財体系におけるそれ威に等しい。

こうして，静学体系における解の存在条件は，

いずれの体系の解にせよ，仮定3がみたされる

かぎり，基礎的グループの増補投入行列Auが

（半）生産的であるという条件と同値になる。

したがって，仮定 1は，基礎的グループにかぎっ

た条件である

仮定1'. (ヨ x1~O)(x1~ふぷ）

のかたちにゆるめることができる。

以上により，仮定3がみたされるときには，

すべての体系の静学解の存在条件は，まとめて，

o < tl(Au) < 1 

のかたちであらわすことができるが，さらに，

仮定4がみたされれば，行列Aは安定になるの

で，これらの体系のあいだに，動学的な文脈に

おいても，双対な関係が成り立つ。すなわち，

産出量体系

x(t)=Ax(t-l)+f, f~O, x(O)=O, 

がその静学解 x~O に収束するための条件，価

格体系

p(t) = (l+r(t-l))p(t-1)ふ
p(l)~0, P1 (1)~ 〇，

r(t-1) = p(t-l)(I -A)x(t-1) 
p(t-l)Ax(t-1) 

がその静学解p>O,r >Oに収束するための条

第 53巻第 3号

件，純価値体系

iJ(t) = aぷ(t),
X(t) = AX(t-1)+ I, X(O) = o 

がその静学解 v>Oに収束するための条件，価

値体系

v(t) = aぷ (t),

X(t) = AX(t-l)+I, X(O) = 0, 

w(t) = 
1-v(t)c = 1ーが(t)C1
v(t)c が(t)C1

がその静学解 v>O,w=w1 >Oに収束するため

の条件，ならびに，標準体系

q(t) = (l+R(t-l))Aq(t-1), 

R(t-1)= 
a。(I-A)q(t-1)
a。Aq(t-1)

がその静学解 q~O, R>Oに収束するための条

件，これら 5つの条件は，たがいに，同値であ

り，しかも，それら静学解の存在条件

〇<;t(ふ） < 1 

とまったく同一である。したがって，基礎財体

系における静学解の存在条件である仮定 1,さ

えみたされれば，仮定3ならびに 4が満足され

るかぎり，非基礎的グループも含めたすべての

部門に関して，さきの 5つの動学体系の解は，

それぞれの体系の静学解に収束することがわか

る。このように，動学体系に関する双対問題は，

そっくりそのまま，静学体系におけるそれに帰

着することになる。なお，これらの体系のあい

だには，恒等式

lim p(t)f =pf= rpAx 
t→OO 

= lim r(t)p(t)ふ (t),
t→OO 

lim iJ (t) f = iJ f = a。x=lima。x(t),
t→ 00 t→OO 

limR(t) = R = r = lim r(t), 
t→ 00 t→OO 

lim { v (t) f + v (t) ca。x(t)}
t→OO 

= vf+ vca。x=a。X
= lim a。x(t)
t→00 

が成り立つ。
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おわりに

永田〔8〕においては，増補投入行列Aが分

解不能なケース， すなわち， すべての生産物が

「基礎的生産物」からなるケースに関して，

ぎにあげる 2つの条件

(I) Aは「安定」である，

(II) Aは生産的である，

つ

さえみたされれば，「自然価格」の存在，ならび

に，任意の価格ベクトルの「自然価格」への収

束性が導かれることが示された。本稿において

は，さらに，たとえ Aが分解可能であって，な

んらかの「非基礎的生産物」が存在したとして

も，条件

(III)入(Au)>入(A22)

がみたされるかぎり，基礎財体系を構成する分

解不能行列 Auがさきの条件 (I), (II) を満

足するときには，依然として，「自然価格」の存

在，および，任意に与えられた価格ベクトルの

「自然価格」への収束性が導かれることを示し

た。 このように，条件 (III)がみたされるとき

には，基礎財体系の性質だけから，非基礎的グ

ループも含めた体系全体における解の存在条件，

ならびに，任意の価格ベクトルの「自然価格」

への収束性は規定されることになる。

ところで，本稿では，

産出量体系
-_ 

x = Ax+f, 

ならびに，価格体系

p = (l+r)pA 

永田〔8〕と同様に，

の動学プロセスを，それぞれ，乗数過程

x(t) = .Ax(t-1)+ f, 

あるいは，価格形成過程

p(t) = (l+r(t-l))p(t-1)ふ

r(t-1) 
= p(t-1)(/-.A)x(t-l) 
p(t-1).Ax(t-l) 

として定式化をおこなった。ここで，価格形成

過程は，いわゆる「転形手続き」の動学バージョ

ンと考えられている。 その結果， さきにあげた

3つの条件がみたされるときには，必ず，静学

解が存在し， しかも，動学体系は静学解に収束

することになる。 これにたいして， Nikaido 

〔11〕においては，正反対に，産出量体系，価格

体系ともに収束しない反例があげられている鸞

両者のあいだで， このような相反する結論が導

かれるのは， どうしてであろうか。

まず， Nikaido 〔11〕においては，動学的産

出量体系は，微分方程式
―ー―ー

x = Ax+Ax+c, (1) 

あるいは，

X = (I -_A)-1.Ax +(I -A)-1c 

のかたちで，頭初は，与えられている2)。この体

系の平衡点は， x=Oとおいたとき，

x = (I-A)-1c 

で与えられるが，

一般解は，行列

(I -A)-1.A 

これは静学解に等しい。一方，

る。

行列，

の固有値の逆数ならびに固有ベクトルに依存す

この行列は， Aが分解不能のときには，正

したがって，分解不能行列となるので，

固有値の 1つは Frobenius根

Pi = 11((/ -.At1.A) >。
である。 そうすると， Aが2次行列の場合に

1) これは，筆者が， 1987年度理論・計量経済学会西

部部会（於近畿大学）において，永田〔 8〕を報告

したさいに，討論者となっていただいた高増明氏

（大阪産業大学）が指摘された。高増氏には，その

他数多くの有益なコメントをいただいたこともあ

わせて，ここに記して感謝する。

2) Nikaido (11) p. 343, (15), (16)式。
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は，凸をもう 1つの固有値とすると，根と係数

との関係から，

P1P2 = l(I-At1AI = l(I-A)l-1IAI 

が一般に，成り立つので， Pi>Oとあわせて， Pz

は実数，かつ，

Pz至0 ⇔
⇔

 

⇔ 

IAI~o 

嬰至凸（技術的構成比）
ii21 a22 
～～  

V噂:11 至 V1~12 (価値構成比）
v2a21 v2a22 

となり，第 1部門の価値構成比が第2部門のそ

この体系は，れより大きいケースにおいては，

平衡点を除いて，不安定である乳

(1)式は， 今期の剰余生産物から資本家消費

部分を控除した残余が，来期の生産手段の増分

となることをあらわしているが，

期産出量がそれ以降のすべての産出量水準の動

向を決めてしまうばかりか，産出量の非負条件

を， 一般に，満たさない。

したからにほかならない。

れば，

x(t) = Ax(t+ 1)+ c 

これでは，初

このような事態が生

じるのは，産出量体系を BackwardSystemに

というのは，微分方

程式系 (1)を差分方程式のかたちになおしてみ

(1') 

となるが，これは， t期の生産物から資本家消費

を控除した残りの生産物は，すべて， t+l期の

生産のために利用されることを意味する Back-

ward Difference Equationsになるからである。

u(t) = Au(t + 1); 
u(t)~ 〇4)

を考えれば，非自明解は

u(t) = (1 + R) t q > 0 

準商品，

にかぎられる鸞ここで， q,Rは，それぞれ，標

あるいは，標準比率をあらわす。

すると，

x(t) = (1 + R)tq+(I-A)-1c。

したがって，初期条件

x(O) = q+(I -.ti)-1c 

この体系は自己充足的となをみたすときのみ，

る。 このように，

早かれ，

そう

(1')においては，剰余の処分

が硬直的に定式化されているために，特殊な初

期条件がみたされないかぎり，体系は，遅かれ

自己充足的でなくなる。

て，乗数過程

x(t+l) = Ax(t)+ f, 

しかも，

これにたいし

あるいは，

x(t+l)-x(t) = f-(1-A)x(t) 

は，与えられた最終需要 fと，第 t段階におけ

る剰余生産物(I-A)x(t)とのあいだのギャッ

プを埋めるように第 t+l段階の産出量が増大

しなければならないことを意味するが， Aが生

産的でありさえすれば，産出量 x(t)は静学解

(/-_A)-lfに収束する。

余生産物 fの用途は不問にされており，その一

部を拡大再生産のために利用しようと，

このとき，剰

あるい

(1') において， は， すべてを消費しつくしてしまおうと，かま

u(t) = x(t)-(I -A)-1c 

とおけば，

u(t) = Au(t + 1) 

という同次方程式体系を得る。

primitiveなとき，体系

そこで，

わない叫

4) 

‘、4カ-A 

3) もっとも，逆のケースでも，平衡点は

pointなのではあるが。
saddle 

言い換えれば，

x(t)~Ax(t)+ c, 
すなわち，毎期ごとに，剰余生産物のなかから資本

家消費をまかなうことができる。

5) Nikaido 〔即 p.126, THEOREM 8. 6. 参照。
6) ここで，乗数過程は，フローとしての産出量と対

応させるため，その全体が 1期間を構成するように
考えられている。
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つぎに，価格体系に関する反例を検討してみ

よう。 Nikaido(11〕においては，第j部門の資

本価格① を

Qj = p心 =~Pふ'j

と定義したうえで， この部門の「貨幣資本」を

Mj = q凡

としているが，この定義は，本当に，「貨幣資本」

をあらわしているのであろうか。前者は，たん

に，費用価格の定義式にすぎず，したがって，

後者は総費用価額をあらわすのではなかろうか。

ともあれ，このような定義を，ひとまず，受け

入れてみれば，「貨幣資本」の移動は，つぎのよ

うに定式化される。

M=¢(rl-r) 

＝〔ゆ1(r-r1), …，ゆn(r-rn)〕；
r-rj~O⇔ゆj~0。

ここで， アは平均利潤率を，また， rは

r~[。 :J
なる対角行列をあらわす。すなわち，平均より

低い利潤率しか生まない部門から，それより高

利潤率の部門へ「貨幣資本」が移動するわけで

ある7)。そうすると，産出量が不変なケースで

は，

Mj=むXJ

が成り立つので，連立微分方程式

p.A = 〔如'.x1,…，伽加〕，

あるいは，

jJ = 〔伽允〕_J-1 

を得る8)。そうすると， 2部門モデルを考えれ

ば，

jJ = 〔麟，疇〕 (_a;21 -a~112]出

7) Nikaido (11) p. 345, (21)-(24)式。

8) Nikaido (11) pp. 347-348, (39)-(43)式。

したがって，

か＝（ふ幼/xi-ii21仰加）/IAI, 
が＝（一ふ晶加+ii11伽加）/!Al 

となる。そこで， IA/>Oのケースを考えれば叫

関数¢ の性質から，

乃>r > rj⇒ り;>0>ゅj

が成り立つので， IAl>Oとあわせて，

r; > r > rj⇒ が＞〇＞か。

つまり，平均より高い利潤率を生む部門の商品

価格はいっそう上昇するのにたいして，それよ

り低い利潤率しか生まない部門の商品価格は下

がることになり，その結果，利潤率格差は拡大

してしまう。これが， Nikaidoは1〕において，

利潤率均等化命題にたいする反例としてあげら

れている，もっとも単純な，ケースである。し

かしながら，この定式化には，いったい，どの

ような経済的意味があるのであろうか。この定

式化において要石の役割を果す「貨幣資本」は，

じつは，たんなる総費用価額の定義にすぎない

わけだから，この反例においては，高利潤率部

門の費用価格は上昇し，他方，低利潤率部門の

それは下落するように定式化されているわけで

あり，どうしてそうならなければならないのか

が，まった＜，不明である。このような事態が

生じるのは，定式化にさいして，「貨幣資本」と

費用価格とが混同されているからにほかならな

し)

゜
経済全体からみれば，産業間の取引において，

売りも買いも同額の

pAx 

であらわされ，資金の過不足はない。ところが，

個別部門では，一般に，

~pk五X; キ ~p;ふ・江j
k 

9) このケースは，さきに検討したように，第 1部門

の技術的構成比が第 2部門のそれより大きいケー
スにあたる。
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だから，部門 iの支払総額と受取総額とは一致

しない。したがって， Nikaido(11〕における「貨

幣資本」の定義に忠実にしたがえば，

~pk五X; >~pふ'iXi
k 

なる部門では他部門への「貨幣資本」移動が生

じるのにたいして，逆に，

~pk五Xi<~pふ'iXi
k 

なる部門においては，他部門からの「貨幣資本」

流入を経験することになろう。これら「貨幣資

本」移動が，すべての部門において，おさまる

ような体系は，唯一，

pAぇ=(ii.Ax)' 

という条件をみたす体系にかぎられる。ここで，

ふPは，それぞれ，

X = [ :1.... .... :. J fi = [ :・・-... _ :. ］ 
として定義される対角行列である。このような

条件に，いかなる経済的意味を付加することが

できようか。このような無意味な結果をまね<'

根源的な，原因は， Nikaido日1〕においては，

総費用価額を「貨幣資本」ととりちがえた結果，

静学的には価格体系を行列/-(l+r).Aに結

びつけているにもかかわらず，動学方程式では

行列Aのみに関るようにしか定式化されてい

ないからである。くり返せば，たとえ，価格体

系の静学解

p=(l+r)p.A 

においても，このような「貨幣資本」の定義に

よれば，一般に

~pkiJkiXi・キ ~p直紘j
k 

が成り立つかぎり，「貨幣資本」移動が生じるこ

とになってしまう。ところが，常識的に考えて

も，静学解において，じっさいに，そのような

第 53巻第 3号

移動が生じるとは考えられない。ここでいう「貨

幣資本」とは，じつは，総費用価額にすぎない

のであり，部門 j の費用価格 ~p直ij は，静学解

においてはもちろんのこと，それ以外の価格べ

クトルにたいしても，

ri~0 

であるかぎり，定義式

Pi = (1 + rj)~p直ij

をみればわかるように，必ず，回収することが

可能である。このとき，もし，

乃＞〇

であれば， Nikaido(11〕のいう「貨幣資本」を

上まわる貨幣の流入があることになるが，これ

は，いったい，どのようにして生じたのであろ

うか。 1つの逃げ道は Yi<0なる部門の存在を

いうことであるが，静学解においてはすべての

部門に関して r>Oなので，すべての部門につ

いて G-W-G'が成り立つことになり 10)' 無

から「貨幣資本」の増分LlGが生じることにな

る。なるほど，個別資本の目からみれば，利潤

率が正であるかぎり，言い換えれば，費用価格

を上まわる価格が成立するかぎり， G-W-G'. . . . 
にあらわれる貨幣に換算した収入が増大するこ

とは否定しがたい事実ではある 11)。それにもか

かわらず，マクロ的にみて貨幣量の増大が生じ

10) 正確には，いわゆる「産業資本の形式」

Pm 
G-W〈…P…W'-G'
A 

である。

11) 前注で示した「産業資本の形式」をみればわかる

ように，このような収入の増大の根拠は，労働力商

品の購入を媒介とする，生産過程のなかに存在す

る。なお，経済全体からみれば，生産手段 Pmを補填

するための産業間の取引においては，売りと買いと

は同額の

pAx 
であらわせる。したがって，このような，補填需要

をまかなうための資本家のあいだの取引は，マクロ

的にみて，ゼロ・サムであることがわかる。
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るとはおもえない。マクロ的にみた「流通手段」

としての貨幣は，商品流通を媒介するものであ

るから，それは，売手一買手の連鎖のなかで持

ち主をかえる「天下の回りもの」として，流通

界にとどまりつづけるものなのである。このこ

とを，わかりやすいように，図示すれば，つぎ

のようになる叫

G W 

X 
W G W 

X 
W G W' 

X 
W'- G 

この図においては，同一の Gが W-G-W',

W'-G-W"という 2つの取引を媒介してい

るので， Nikaido(11〕の「貨幣資本」の定義に

したがえば，「貨幣資本」総額は W+W'+ W" 

すなわち 3Gとなるであろう。ところが，彼の予

想に反して，上例において貨幣量は Gのままな

のである。一般的にいえば，

「商品は一般に売買されると流通界を脱し

て消費に入るのに反して，貨幣は商品の売買

を媒介しつつ常に流通市場に留まることにな

る。貨幣は， G-Wとしては価値尺度として

機能し，それを基準としながら W-G-W'

の関連において流通手段として機能する」 13)

のであり， Nikaidoは1〕は，「価値尺度」とし

ての貨幣を「流通手段」としての貨幣ととりち

がえているようにしかおもえない。

12) 宇野〔1創 32ページ参照。

13) 宇野〔1釘 32ページ。

なお， Ricardo自身は，資本移動をつぎのよ

うに考えていた。

「絹織物に対する需要が増大し，毛織物に

対する需要が減少すると，毛織物業者はその

資本をたずさえて絹織物業に移動するのでは

なく，むしろ労働者を何人か解雇し，銀行家

や資産家からの貸付に対する彼の需要を停止

する。他方，絹織物製造業者の場合は逆であ

る。彼は，より多くの労働者を雇用したい。

それゆえ，借入の動機が増大する。彼は，ょ

り多くを借り入れる。それゆえ，資本は，一

製造業者がこれまで営んできた事業を停止す

る必要なしに，一部門から他部門へ移転され

る。」14)

このように， Ricardoのいう資本移動とは，銀

行資本が介入する，信用供与の動向を想定して

いたわけであるから，はじめから， Nikaido

〔11〕による「貨幣資本」移動とは，かなり，性

格を異にするものなのではなかろうか。

一方，「転形手続き」による定式化は，諸資本

のあいだの剰余の分配を中心におこなわれてい

る。一般に，必ずしも静学解ではない，価格べ

クトルpにたいして，第j部門の個別利潤率 rj

は，

Pi ー ~p直!J
乃＝
p(l-A)<! 

＝ 
l 

一

pAe' 区Pふ'j
l 

と定義される。この定義式を書き換えれば，

p = pA(I+ f) 

となるので，任意に与えられた産出量 X にたい

して，

p(l-A)x = pAfx =~ 直切・ふvXi,
J 

すなわち，

14) Ricardo 〔認〕訳書，上巻131-132ページ。
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が恒等的に成立する。また，平均利潤率アは

r=  
p(l-A)x 
pAx 

で与えられるので，

rpAx =pAfx 

分配がすべての部門について計上されれば，価

格は，

p+ Ji = (1 + r)p.A 

と改訂されることになろう。上式は，微分方程

式体系

一般に，部門間で個別利

潤率は異なるので，不利な部門の資本家は利潤

でもある。 ところが，

の再分配を求めるだろう。すなわち，．．．．．． 
「商品が…資本の生産物として交換され，

資本は剰余価値総量のうちからそれぞれの大

きさに比例してその分けまえを，…，要求す

る」15)

わけである。言い換えれば，資本家たちの観念

のなかには， つぎのような補償原理が計算され

ることになる。つまり，

「それぞれの特殊資本はただ総資本の一片

とみなされるべきであって， この株主は自分

の資本持ち分の大きさに比例して総利潤に参

加するのだという観念」16)

が形成される。そこで，いま，第j部門の資本

家の「持ち分」をejとすると，

ej = p.A五
pAx 

であるから，平均利潤率アは， ejをウエイトと
する，個別利潤率ゎの加重平均になる。

r =~0灯Jo

この持ち分に応じて第j部門に再

分配される利潤は p(l-A)x0jとなるので，再

分配がおこなわれたあとの利潤率は，

p(l-A)x0j 
＝ 
rpAx0j 

p.A心 pA五
= r, 

すなわち，平均利潤率に等しい。

そうすると，

このような再

15) 

16) 

Marx⑪〕訳書，第6分冊291ページ。

Marx⑬〕訳書，第6分冊344ページ。

fJ = -p(/-(1 + r)A) 
= p.A(rl-f) 

のかたちに書き換えられる。

り立つ17)。このような関係は，

この微分方程式の

平衡点は， p=Oとすれば，

p = (1+ r)p.A。

すなわち， P,rが価格体系の静学解となるよう

な点である。そして，明らかに，

pj~0 • ア ~rj

が成り立つので，平均より低い利潤率しか生ま

ない産業の商品価格は上昇するのにたいして，

高利潤率部門のそれは下落する。この結果は，

部門間の資本の技術的構成比いかんを問わず成

rl-fの項をそ

の単調増加な変換 <pに換えて’

p = p.A <p(r I -f) ; <pは単調増加

としても，依然として，成立する 18)。Nikaido

〔11〕の定式化がもたらす矛盾の根源は，「貨幣

資本」の定義を見誤ったために，上式における

Aを.,4-1に，さらに，単調増加関数 <pを単調減

少関数¢ に，とりちがえたところにあるのでは

なかろうか。

17) Nikaido (11〕においては， 2部門モデルを使用

しているので，行列式 I.JIの符号条件が，同時に，
部門間の技術的構成比ないし価値構成比の相違を

あらわすことになり，あたかも，明確な経済的意味

をもつかのようにおもえるが，いったん，多部門モ

デルとして定式化しなおせば，行列式I.Alの符号条
件の経済的意味がなんであるかを見定めることは

困難であるようにおもわれる。

18) このような定式化は，たとえば，置塩〔12〕にお

いておこなわれている。
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Nikaido 転形手続き

係数行列 ..4-1 A 

赤冬 換 <p (単調減少） <p (単調増加）

なお， Ricardo自身は，つぎのように述べて

いる。

「誰でも，その資本を自分の好むところに

投下することとが自由であるかぎり，当然そ

の資本のために最も有利な投下部門を探し求

めるであろう。…より有利な事業を求めて，

より不利な事業を去ろうとする，すべての資

本使用者側のこの不断の願望は，すべての事

業の利潤率を均等化するか，あるいは，一方

が他方以上にもっているか，もっていると思

われる何らかの利点を，当事者の評価の上で

償うような比率に利潤を定める強い傾向を

もっている。」19)

「転形手続き」は，このような補償比率を平均

利潤率アと考えて定式化されているわけであ

るが，じつは，この補償比率はアでなくとも，

たとえば， (3.3)式において，

r(t-l) = max rlt-l) 

であっても，価格の収束性は導かれる。じっさ

ぃ，このとき，賃金単位になおせば， (3.3') 

は，依然として，成立するので， Aが安定なと

きには，

limp山） =pw 
t→OO 

ならびに，

匹バt)= r (j = 1, 2, …， n) 

が成り立つ。この補償原理の経済的意味は，最

高利潤率をあげる部門の利潤率にあわせて，す

19) Ricardo 〔認〕訳書，上巻130-131ページ。
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べての部門の価格が改訂されることである。
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